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「ヒト・ゲノム・プロジェクトの

推進について（勧告）」を採択

平成元年11月　日本学術会議広報委員会

　日本学術会議は，去る10月｝8日から20日まで第408回総会（第14期、4回目の総会）を開催しました。今回の日本学術会

議だよりでは，その総会で採択された勧告を中心に，同総会の議事内容等について，お知らせいたします。

　　　　　日本学術会議第108回総会報告

　第108回総会の主な議事概要は次のとおりであった。

　第1日（10月18日）の午前。まず，会長から，前回総会

以後の経過報告が行われ，続いて，各部・委員会の報告が

行われた。さらに，今回総会に提案されている3案件につ

いてそれぞれ提案説明がなされた後，質疑応答が行われた。

　第1日の午後。各部会が開催され，午前中に提案説明さ

れた総会提案案件等の審議が行われた。

　第2日（10月19日）の午前。前日提案された案件の審議

・採決が順次行われた。

　まず，第7部の専門別の会員定数の変更並びに同部世話

担当の研究連絡委員会の再編成（統合3件，分割2件，新

設1件，名称変更6件）を内容とする，会則の一部改正が
採択された。

　続いて，第4部及び第7部の「会員の推薦に係る研究連

絡委員会」の指定の変更を内容とする，関係規則の一部改

正が採択された。

　こ．れらの改正は，具体的には第15期からの組織・活動に

係るものである。

　さらに，生命科学と生命工学特別委員会の提案による「ヒ

ト・ゲノム・プロジェクトの推進について（勧告）」が採択

された。なお，この件の審議の際には，研究成果公開の原

則とプライバシー保護等の問題，「プロジェクト・チェック

機構（仮称）」の果たす具体的役割等について，討議が行わ

、れた。この勧告は，同日午後直ちに内閣総理大臣に提出さ

れ，関係省庁に送付された（この勧告の詳細は，別掲参照）。

　また，本総会においては，会長から，日本学術会議の移

転問題に関し，前回総会以降の主な動きとして，①去る8

月「国の行政機関等移転推進連絡会議」において，本会議

の移転先が横浜市「みなとみらい21地区」となったこと，

②これに対し三役及び運営審議会のとった対応，などにつ

いて報告があった。種々質疑応答が行われた後，これまで

の三役及び運営審議会の対応については，基本的な了承が

なされた。また，今後の移転に関する諸問題については，

当面，三役及び運営審議会にその処理を一任することで了

承された。

　第2日の午後。「地球環境問題」について，活発な自由討　詳

議が行われた（この自由討議の詳細は、別掲参照）。

　第3日（10月20日）午前には各常置委員会が，午後には

各特別委貝会が，それぞれ開催されさ。

　　　　　ヒト・ゲノム・プロジェクト
　　　　　の推進について（勧告）

　（勧告本文）

　ヒト・ゲノムの全DNA塩基配列決定を主たる目標とする

ヒト・ゲノム・プロジェクトは，関連諸分野の学術研究に

極めて大きなインパクトを与えると期待され，我が国とし

て早急かつ重点的に推進すべきである。

　そのためには，ヒト・ゲノム・プロジェクト推進組織（仮

称）を設け，基本計画の立案．実施計画の策定，省庁間な

どの協議，国際協力，データ・べ一スとレポジトリーの整

備などを総合的に行うべきである。

　また，この推進組織との緊密な連携のもとに，研究計画

の実施に伴う社会的，法律的及び倫理的諸問題を客観的か

つ公正に判断するとともに，これらの諸問題に適正に対処

することを目的とするプロジェクト・チェック機構（仮称）

を設立し全体として調和のとれた施策を進める必要がある。

　よって，日本学術会議は我が国における本プロジェクト

の推進を図｝）そのために必要な措置を講ずるよう勧告する。

　（脱明）［要旨］

1　ヒト・ゲノム・プロジェクトは，人類の遺伝情報の解

　読と遺伝子機能の解明を目指した研究計画であり，早急

　かつ重点的に推進すべきである。このプロジェクトによ

　って生命科学等の領域の技術開発が進めば，人類福祉に

　貢献することは疑いない。

2　ヒト・ゲノム・プロジェクトを推進するために，ヒト

　・ゲノム・プロジェクト推進組織（仮称）を設置する。

　その主たる目戸的は勧告本文のとおりである。

　　この組織は，研究の進展に弾力的に対処できるも分と

　し，具体的問題の処理のため委員会等を設ける己運営に

　当たっては個々の研究者とその集団の自主性を最大限に

　尊重すべきである。

3　このプロジェクトの実施に伴って生じる社会的，法律

　的及び倫理的諸問題に適切に対処するために，プロジェ

　クト・チェック機構（仮称）を設立する。その主たる目

　的は，検体提供者の保護のための基準を作成すること，

　情報の管理，研究計画と成果の一般への公開の基準を作

　成すること，知的所有権問題についての方針を作成する

　こと，研究成果の応用段階における倫理的問題について

　の指針を作成することであり，目的達成のための必要な

　権限が与えられるべ’きである。
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総会中の自由討議一地球環境問題一

　本会議総会中の重要な行事である，自由討議が，総会2

日目の10月19日の午後1時から3時間にわたって開催され

た。この総会中の自由討議は，会員のための一種の勉強会

で，その時々の学術上の重要課題を取1）上げて行われてい

る。今回は「地球環境問題」という課題のもとに行われた。

　自由討議は，渡辺格副会長の司会のもとに，5人の会員

による意見発表があ1），さらにこれらの意見発表をもとに

会員間で活発な討議が行われた。

　今回の自由討議の概要は次のとおりである。

　［5人の会員による意見発表］

　まず，近藤次郎第5部会員から，9月の「地球環境保全
に関する東京会議」，の出席報告として，①環境保全と発展

途上国の資源開発，産業振興等との関わ1）についての討議

状況，②ソ連における環境問題，③大気中の炭酸ガスの増
加に伴う温暖化による地球環境への影響に関する注目すべ

き研究結果の発表等について紹介があった。

　次に，吉野正敏第4部会員から，「環境」というもののと

らえ方1考え方について，人文・社会科学的な立場からの

例をも引いて意見が述べられ，また，IGBPについて，同計

画は，様々な環境問題を基礎科学分野としてとらえるもの
であり，その実施の結果，直ちに，環境問麺が全て萌ちか

になるものではない等の発言があった。

　次いで，大谷茂盛第5部会員から，同会員が委員長を務

めている化学工学研究連絡委員会が新たに提唱した「地球

生態工学」に関し，提唱に至った経緯及びその学問内容等
について説明がなされると一ともに，この件に関連する， 関

係学会及び関係省庁における動きについて説明が行われた。

　続いて，大島康行第4部会員から，生物界と地球環境と

の関わ｝）について，①生物を媒介にした人間へめ影響の問

題をどう捉えるかが，地球環境問題を考えていく上で非常
に重要な観点である。一②環境汚染が生物資源に与える影響

七’は非常に大きく，様々な問題を生じ，結局，これが人間に

はねかえってくる等の発言があった。

　最後に稲田献一第3部会員から，経済活動特に生産活動

あるいは技術革新と環境問題との関わりについて意見が述
べられ，．環境問題を考える際には，人蘭社会が様々な技術

をどのように使用するかという，人間社会の仕組みの問題

が最も重要な問題である等の発言があづた。一　『一－∴1

　［討議］

　5人の会員による意見発表の後行わ存た討講では‘，第1

部から第字部まですべてめ部に，わたる20人を超える会員よ

り，それぞれ専門の立場から活発な発言がなきれた。“

　この討議の中で述べられた意見は多岐多様にわたったが，

その主なものを項目にして列挙すると，「コジヱネレーショ

ンによるエネルギーの有効利用」，「IGBPへの人文・社会科

学の関わり方」，「海洋と環境問題」，「畜産廃棄物の処理問

題」，「微生物利用による都市河川，下水の浄化システム」，

　「環境問題と人間性との関わり」，「環境問題に対する学術

会議の体制及び取り組み方」，「地球環境に関する国際協力

事業についての学術会議が果たすべき役割」等であった。

　なお，この総会の自由討議の内容については，後日，日

学双書として出版される予定である。

「委員会報告」3件を発表

　本会議では，その意思の表出の形態の一つとして，各部

・各委員会がその審議結果をとりまとめたものを，総会又

は運営審議会の承認を得て，外部に発表する「報告」（通称

「対外報告」と言っている。）というものがある。　1
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　この日本学術会議だよりでも，今までに，この対外報告

を紹介してきたが，今回，最近発表されたもののうち，ま

だ紹介し，ていない3件を，次に紹介する。

　電子工学の体系化に向けて一電子・通信工
　学研究連絡委員会報告（要旨）

　電子工学はそれを基礎にした通信工学や情報工学，制御

工学などの急激な進展に伴って，これらの技術分野・工学

・分野の相互関係が極めて複雑になって来ているので，電子

工学の学問・技術体系の根幹，電子工学の基盤となってい

る方法論，通信工学，情報工学等の応用工学とのかかわ1）

を明らかにするために方法論的体系化を試みた。

　即ち電子工学を共通基礎理論，基礎電子工学，電子デバ

，イス・回路工学，電子装置・システム工学，応用分野と階

層化し，さらに「集積回路」と「光エレクトロニクス」が

電子工学の中心分野を形成しつつある重要な技術領域であ

るとの認識に立ち電子工学の技術要素と通信工学，情報工

学との相互関連を検討した。

　また電子工学体系の範囲を大学学部での教育対象分野お・

よび大学院での教育を含む研究対象分野に分類した。

．「国際防災の十年」一災害科学研究者からの
提言一災害工学研究連絡委員会報告（要旨）．

　1987年，第42回国連総会で決議された「国際防災の十年」，

（IDNDR）のスタートがいよいよ迫ってきた。行政レベル

では，内閣総理大臣を本部長とする推進本部が設けられて

いるが，この実施には科学者，研究者の各専門領域からの1

積極的な関与が不可欠である。国連決議に先立ち，災害工』

学研究連絡委員会ではこの活動の支持を表明し，またその

後も米国アカデミーや国連諸機関の活動に協力してきたが．

スタートに当たり，わが国の関係科学者，研究者のなすべ

き，あるいは行う得る事柄を提言という形で表明したもの

である。その内容は，①「国際防災の十年」で何をするのか．

②国際共同研究の展開，③基礎研究の推進，④「国際防災の

十年」の実現に向けて，より成っている。今後はその実現

に向けて積極的な運動を進めていきたい。

電圧，抵抗および温度の維持方式の
1990年1月1日からの変更について一
標準研究連絡委員会報告（要旨）

　第77回国際度量衡委員会（1988年10月開催）は，電圧，

抵抗の各標準の維持方式の変更と，温度目盛の変更の3つ

の勧告を採択し，1990年初頭からの実施を求めた。この変

更を国内に事前に周知するため，関心の高い9学会に，勧

告の要旨を掲載しだ。以下に勧告の骨子を記す。

　電圧標準はジョセフソン効果で実現し，電圧周波数係数

をK」と記号し，その値を483597．9GHz／Vと定義した。抵抗

標準は量子ホール効果で実現し，量子化ホール抵抗をRKと

記号し，その値を25812．807Ωと定義した。温度スケール

は，IPTS－68に変わり，ITS－90（1990年国際温度目盛）を定

義した。変更は多岐に亘るので，詳細は関連学会誌を参照

されたい。

　以上の変更によ1），電磁気計測の精度と国際的整合性が

著しく改善され，温度計測の熱力学温度との一致と低温域

への拡張が達成される。

　御意見・お間い合わせ等があ1）ましたら，下記ま

でお寄せください。

〒106東京都港区六本木7－22－34
　　　日本学術会議広報委員会　電話03（403〉6291

、天気”36．121


